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自動車企業の合併・買収と連合体の結成
一ダイムラー・クライスラーとルノー・日産を素材にして一―-
井上昭一
I はじめに
昨今．あらゆる産業界において再編・統合が大々的かつ猛烈なスビード
で進行中である。しかもそれは，業種・ 業態や国境．さらには従来の資本
関係や系列の枠組みを越えた広がりを見せている。
本稿で私は，業界再編・統合．合従連衡．資本参加．合併・買収がグ
ローバルな規模で頻発している自動車工業界に照準を合わせて論究する
が．それは次の2つの理由による。 1つは同業界が商業生産活動に従事し
て100有余年の歴史上．かつて経験したことのないほどの大転換期にさし
かかっていて．再編の速度と規模において他産業を圧倒していること。も
う1つは自動車は単品で約3万個の部品（今日ではモジュール＝統合部品
化されているためかなり様相が変わってきているが）の組立・ 組付製品で
あり．鉄鋼．ガラス．アルミニウムや亜鉛などの非鉄金属．ゴム，化学繊
維などの単一にして最大の原料消費を誇るきわめて裾野が広い総合機械産
業の性格を有しているからである。自動車工業は多くの産業と関係をも
ち．先進国においては現在のところ基幹産業として，発展途上国では将来
の経済発展の機関車的役割を担っている。これほどの「スケール・アン
ド・スコープ」を擁する産業の類例は皆無といってよい。自動車は現代資
本主義の「総括」「指標」「縮図」であり，自動車を分析すれば，現代資本
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主義の解明が可能になるといって過言ではないだろう。
1998年11月17日， ドイツのダイムラー・ベンツ社 (DaimlerBenz A G.) 
とアメリカのクライスラー社 (ChryslerCorp.)が合併してダイムラー・
クライスラー社 (DaimlerChrysler A G.)が誕生した（株式時価総額合わ
せて920億ドルという世界自動車工業史上最大の合併）。全世界中に激震が
走り， これを契機として自動車業界では国境を越えた合併や提携の動きが
加速化されていく。両社はなぜ合併という経営戦略を選択したのであろう
か。この点についてIで検討する。続いてmではルノー社(SocieteAnonyme 
Renault) と日産自動車の資本提携・企業連合体を追究してみよう。
I ダイムラー・ベンツとクライスラーの合併
巷間，必ずしも根拠は明確ではないが， 21世紀において自動車企業がグ
ローバル・レベルで生き残るためには，年間の生産・販売台数で「400万
台クラブ」入りすることが最低水準とか絶対的条件だと喧伝されている。
それは単に規模の追求だけを意味しているのであろうか。
私は決してスケール・メリットを否定するものではないが，規模の経済
だけで競争の優勝劣敗が決まるのではなく，逆に「規模の不経済」も存在
すると考えている。ただ，「大企業時代の終焉」との見方には与しない。
資本投資額マーケティングや製品開発のコストなどを勘案するならば，
今の時代には大企業でなくてはやっていけないと思うからである。
さて，既述したごとく， 1998年11月17日，ダイムラー・ベンツ社とクラ
イスラー社が正式に合併し，ダイムラー・クライスラー社が誕生した％
1) 17日の合併により，ニューヨーク証券取引所でのクライスラー株取引は同日で終
了し． クライスラーは1925年の創業以来73年の歴史に幕を閉じた。
新会社株は， 17日にニューヨーク．フランクフルトなど世界の主要株式市場で一
斉に上場され．新会社の業務も同日から開始されて同社は高級乗用車からトラック
まで手掛ける総合自動車メーカーとなった。新会社は登記上の本社はドイツのシュ
ツットガルトに置かれるが．事業運営上はクライスラーの本社がある米オーバン/'
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同社の設立こそは，その後一連の世界自動車業界の再編・統合において先
鞭をつけるものであった。ここではまず，両社の歴史を簡単にふり返って
おこう。
ダイムラー・ベンツ社は，自動車の登場と軌を一にして歴史を刻んでき
た2)。1886年1月29日， ドイツ人のカール・ベンツ (KarlBenz)が世界で
初めてガソリン・エンジンを搭載した三輪自動車（電気点火式，単気筒，
0.8馬力。彼は1890年に四輪自動車を製作）で自動車製造の特許を取得し
た。同年，同じくドイツ人のゴットリープ・ダイムラー (Gottlieb
Daimler) も独自に四輪自動車（単気筒，空冷式， 1.5馬力．時速9マイル
＝約14.5km)を開発し， ここに自動車は弧弧の産声をあげた。それを機
に，ベンツ社 (Benz& Cie) とダイムラー・モトレーン・ゲゼルシャフト
(Daimler-Motoren Gesellschaft)による商業的生産が始まり，自動車工業
として次第に成長過程を歩むことになるのであるが，それでもヨーロッパ
では当初，自動車は貴族など富裕階層の趣味や玩具の域を出なかった。そ
の後第1次大戦でのドイツの敗北により同国内の自動車工業界は危殆に瀕
し， 1924年には86社存在していたメーカーが1927年には19社へと淘汰され
る状況のなか， 1926年6月に両社は合同してダイムラー・ベンツ社を結成
した。それ以降同社は航空・宇宙，エレクトロニクス，金融事業分野など
に多産業化しながら総合企業体として技術力や経営力を拡大・蓄積してい
く。同社の売上高の約70%,利益の約90%を占める自動車部門を例にとる
と，高級乗用車や大型バス・トラックを得意とし確固たるブランド・イ
メージを築き上げてきたことは万人のよく知るところである。しかし反
面，同社の車種構成には量販大衆車部門がなく，そのためにとくにアメリ
カ市場でのシェアが伸び悩んでいたことも，クライスラー社との合併に踏
み切った 1つの要因として指摘できよう。
,/ヒルズ（ミシガン州）との二本社制を敷く （「日刊自動車新聞」 1998年11月18日号）。
2)同社の描写は，主として柴田鉱一郎他著『シリーズ世界の企業 自動車』日本経
済新聞社， 1986年や大島隆雄『ドイツ自動車工業成立史』創土社， 2000年に依る。
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一方，クライスラー社はアメリカ人のウォルター.P. クライスラー
(Walter P. Chrysler)によって， 1925年6月26日，マックスウェル自動車
会社 (MaxwellMotor Co.)の全資産を継承して資本金5,767万ドルで組織
された。そして1928年7月30日には，大規模生産工場やすぐれた販売網を
もつダッジ自動車会社 (DodgeBrothers, Inc.)を1億7,000万ドルで買収
し， GMにならって完全な生産ラインと製品差別化戦略を追求しはじめ
た。その一環として 4気筒の低価格車「プリマス」を開発するが，同車の
市場性発揮がGM, フォードとともにビッグ・スリーの一角を占めさせる
原動力となった凡
1970年代には， 2度にわたる石油危機に直面して，ユーザーの燃費効率
に優れた小型車志向という需要構造の変化への対応が遅れたことなどから
「死に体」に近い経営危機に陥るが，ジミー・カーター (JimmyCarter) 
大統領主導の連邦政府融資， GMからの，いわば「敵から塩を贈られた恰
好」の支援さらには全米自動車労働組合 (UnitedAutomobile Workers 
of America, UAW)からの賃金凍結・人員削減などの協力により再建を目
指し， 1994年には同社史上最高の37億ドルの純利益を記録するまで回復す
るにいたった。しかし同時に，不振からの再建過程で海外市場への展開が
立ち遅れ，ヨーロッパ市場でのシェアはわずか1%そこそこと呻吟してい
る（因みに， GMとフォードは同市場で共に12%のシェアをあげている）。
この低率の主因として指摘できるのは， 1978年8月10日に，イギリス，フ
ランスおよびスペインの欧州拠点たる 3製造子会社とそれに付随する販売
子会社の経営権をフランスのプジョー・シトロエン (Peugeot-Citroen,S.f., 
PSA)に2億3,000万ドルで売却してしまったことである凡
同社の主力製品はミニバンやスポーツ型多目的車 (SportsUtility 
Vehicle, SUV) といった量販大衆車で，近年の好業績は北米市場における，
3)井上昭一『アメリカ自動車工業発達史年表』山陽図書出版,1975年,68ペー ジ。
4) この点の詳細については井上昭一『GM —輸出会社と経営戦略一』関西大学
出版部,1991年,180~231ページを参照されたい。
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とくに若者による SUVに負うところが大きい。このような状況下に，ダ
イムラー・ベンツとクライスラーは1998年5月6日，合併することで原則
合意し，同年11月17日に正式に新会社ダイムラー・クライスラーとして発
足した。この合併にはいくつかのメリットあるいはプラスの面と，デメ
リットあるいはマイナス面とが共存している。まずメリットとしての合併
に伴う補完関係について考察してみよう。
両社間における自動車のラインアップに関していえば，第1に車種構成
上の補完関係が成立することにある。合併によってダイムラー・クライス
ラーは「高級乗用車から量販大衆車まで揃えるフルライン・メーカー」に
なることができた。
第2の補完関係は地域面においてみられる。すなわち市場シェアを自社
の本国市場やホーム・グラウンドではいうまでもなく， とりわけ展開の遅
れていた相手方陣営においても高めることが期待できたのである。従来，
ダイムラ・ーベンツ側は北米市場 (1%前後）での，そしてクライスラー
側はヨーロッパ市場（約1%)でのシェアが低かった。
異なる市場に進出する場合，新たな販売網（ディストリビューターや
ディーラーなど）の構築や消費者の嗜好調査，ブランド・イメージ向上の
ための広告・宣伝活動といった面で巨額の投資が不可避であり，膨大な時
間と労力も必要である。このような場合に，時間を買ったり労力の節約を
可能ならしめる効果がM&Aには備わっている。さらに市場の支配，コス
ト競争力の向上なども期待できる。かくしてダイムラー・クライスラー
は，世界三極市場（ヨーロッパ・北米・ 日本の各市場。これにアジア・太
平洋地域を加えて四極市場ともいわれる）のうち，二つの巨大市場におい
て相互の弱点をカバーする形でシェアを確保する体制を構築したといえる
のである。
第3には，安全技術問題や環境技術問題があげられる5)。ダイムラー・
5)自動車の安全問題と環境問題については，井上昭ー「世界自動車会社のグローバ
ル・スタンダード戦略」『関西大学商学論集』第45巻第2号 (2000年6月刊）を/'
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ベンツは安全技術では早くから同社製高級乗用車「メルセデス・ベンツ」
(Mercedes Benz)にエアバッグを標準装備したり．また燃料電池自動車
など環境技術の面でも世界自動車工業界のフロント・ランナーの役割を演
じてきた。しかし．いわゆるグローバル・スタンダード（世界標準）とし
てその技術を普及させるには．スタンダードたりうるだけの量販が前提．
必須条件であり，量販体制が不整備なままでは今までの巨額の技術開発投
資を水泡化しかねない。量販大衆車と主力とするクライスラ 9ーとの合併
は．ダイムラー・ベンツをして量販体制の確立を急速に推進なさしめたの
である。
他方，クライスラーにとっても．ダイムラー・ベンツの先進技術をとり
込み．共用化することで致命的に立ち遅れていた環境技術を向上させ．将
来における技術競争での活路を見出せることができるようになった。この
ように両社は安全や環境の「先進技術」と大衆車の「量販体制」を合体さ
せることにより，お互いの欠落部分を補い合えたのである。
これに対して，両社の合併が内包しているマイナス面についてみると．
それは何よりもドイツとアメリカという「企業文化」や「経営風土」の異
なる国の巨大企業同士が合併することで．異文化の受容や理解，融合がき
わめて困難であることに尽きよう。ウォール街では．両社の合併を"Biggest
Gamble"と評していた位である。このことは自動車工業に限らず，いかな
る業界の国境を越えた合併や資本提携においてもみられる障壁であるが．
とくに吸収・併呑する側が強者の論理をふりまわせば，期待した相乗効果
(synergy effects)の実現などは望み薄であることはいうまでもない。
ダイムラー・クライスラーの場合，対等合併とは名ばかりで．実質的に
は，ダイムラー・ベンツによるクライスラーの吸収合併（この合併は株式
交換の形で実施され，クライスラー 1株に対してダイムラー・ベンツ
0.6235株の交換比率りであり，当初からクライスラー側の士気の低下が
／参照されたい。
6)日刊自動車新聞社編『自動車ハンドブック2000年版』, 1999年, 184ペー ジ。
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ささやかれていた。同社は2001年までを暫定的移行期間として，クライス
ラー側のロバート・J.イートン (RobertJ. Eaton) とダイムラー・ベンツ
側のユルゲン.E. シュレンプ (JurgenE. Schrempp)の2人を共同の最高
経営責任者 (ChiefExecutive Officer, CEO)に据えたり，アメリカ（ミシ
ガン州オーバン・ヒルズ）とドイツ（シュッットガルト）にそれぞれ本社
（二本社体制）を置くなど（しかも，社内公用語は英語）配慮しつつ，文
化の相違を克服する構えを見せている。しかし，実際には合併以降，クラ
イスラー側の経営幹部が相次いで退任したり解雇されたりするという事態
に直面（表1参照）しており，人材流出を食い止めるべき措置の案出が希
求されたが， もはや困難な状況下にあるといわなければならない。
なお，［表 1] に載せなかったが，次のような事態も生じていた。 2000
年11月20日，旧クライスラーに相当する北米自動車部門の米国人トップの
ジェームズ・ホールデン社長を「北米事業の不振 (7~ 9月期決算で 5億
［表1]クライスラーの人材の流出
（ダイムラー・クライスラーの発足からの主な出来事）
1998・11 I両社が合併。 NY証取に上場
1999・1 Iクライスラー・ファイナンシャルのレックス・フランソン社長が辞任
3 I上級副社長のクリス・セアドアら元クライスラー幹部 2人がフォードに
移籍
8 I soの総合プロジックトと350の研究開発案が進行していると表明
9 I社長トーマス・ストールカンプ（元クライスラー）が辞任
12 I 99年の売J:高1,500億ドル (14%増），純利益62億ドル (16%増）を達成。
米国人株主が発足時の44%から20%に低下
2000• 3 I三菱自動車に34%資本参加。共同会長兼CEOのロバート・イートン（元
クライスラー）が引退
11 Iオズワルド最高管理者 (CAO, 女性，元クライスラー）・カニンガム執
行副社長（営業社長，元クライスラー）・サーボン副社長（コミュニケー
ション担当，元クライスラー）の 3人解雇
（注）各種資料より作成。
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1,200万ドルの赤字に転落。さらに10~12月期も北米で約 1億ドルの赤字
が確実）は当社の収益に大きな打撃を与えた」としてシュレンプ会長が更
迭し，後任にダイムラー・ベンツ社で商用車部門担当だったドイツ人の
ディーター・ツェッチェ取締役 (46)を就任させた。またクライスラ一部
門の最高執行責任者 (ChiefOperating Officer, COO)にもドイツ人のウォ
ルフガンク・ベルンハルト (40)を据えた。
北米事業は， ヒット車が続いていたクライスラー時代の余勢を駆って前
年同期の1999年7~9月期には，ダイムラーの利益の半分以上を稼ぎ出す．．．．．．．．．．．．． 
という業績を上げており，「クライスラーを合併したのではなく買収した」
と考えていたシュレンプ会長以下ドイツ人幹部を大いに満足させていた。
しかし，金城湯池だった 1台につき 1万ドルもの利益が見込めるジープ
の「グランド・チェロキー」 (GrandCherokee)やミニバン， SUV市場に
はGMやフォードだけでなく， 日本のトヨタやホンダまでが相次いで本
格的に参入し，競争が激化し始めた2000年の年初以降， 1日クライスラーは
1台当たり3,000~4,000ドルも値引きしないと売れなくなってしまった。
余りの状況の急変にドイツ銀行など大株主からの責任追及の声が上がる
なか，シュレンプ会長は「なぜヒット車が作れない」「GMやフォードよ
り部品単価が高いのは何故だ」と不満をホールデン社長にぶつけ，彼を解
任してしまった。
かくしてダイムラーによるクライスラーの「完全な経営統合」といえる
ダイムラー・クライスラーは，合併後わずか2年で「ドイツ企業」になっ
てしまった7)。国境を越え，企業文化や価値観の異なる合併のむずかしさ
7) アメリカの著名な投資家であるカーク・カーコリアン (KirkKerkorian)が，
1998年11月に合併で誕生した独米連合の自動車大手ダイムラー・クライスラーにつ
いて，当時のクライスラー株主からの支持を得るためダイムラー側が「対等合併」
だとの虚偽説明をしたとしてダイムラー・クライスラー社とシュレンプ会長ら経営
陣を相手取り， 2000年11月27日に総額約90億ドル（約1兆円）の損害賠償を求める
訴訟をデラウェア州の連邦地裁に起こした。カーコリアンはダイムラーの意図がク
ライスラーを乗っ取り，クライスラー幹部を解雇することだと分かっていたら筆／
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を物語る典型的事例であろう。
今後同社は．社名からクライスラーの名称部分を削除することはないと
信じたいが．世界に冠たる名車「メルセデス・ベンツ」という栄光の象徴
「スリー・ポインテッド・スター」のみが同社のシンボル・マークとして
残され．クライスラーの象徴「五条の星」は抹消され「歴史」になってし
まう可能性についてはなしとしないのではなかろうか。
m ルノーと日産自動車の資本提携
1999年3月27日，フランスの自動車大手ルノー社と日産自動車の資本提
携が発表された。表2および表3から明らかなように，ルノーと日産が提
携し生産・販売台数ともに470万台余を誇る企業連合体として「400万台ク
ラブ」の仲間入りを果たすことになった。
では一体，なぜルノーは資本提携先として日産に白羽の矢を立て， 日産
はルノーを選んだのであろうか。まず両社の歴史を概観し，その後具体的
な提携内容を検討してその意義を明らかにしたい。
ルノーは1898年に，ルノー兄弟社 (SocieteRenault Freres) として乗用
車の商業的生産を開始し，第1次大戦時に戦車や軍用車両の生産を手掛け
ることによって発展の基盤を構築した。しかし第2次大戦が終結すると同
時に，経営者ルイ・ルノー (LouisRenault)は対ドイツ協力者として処罰
され，同社はフランス政府に没収されるとともに，国有企業のルノー公団
(Regie Nationale Des Usines Renault)へと改組された。それ以降同公
団は世界に類例を見ないほどの巨大「国営」自動車企業として， 1970年代
にはヨーロッパ大陸を中心にして大発展を遂げる。しかし1980年代に入る
／頭株主（旧クライスラー株の13.75%保有。現在，ダイムラー・クライスラーの株
式も 4%程度所有）として「合併」を承認しなかったと指摘している（井上昭一
『世界自動車工業誌—1999~2000一」関西大学経済・政治研究所， 2001年， 335
ペー ジ）。
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［表3]世界主要自動車メーカーの販売台数 (1998年）
順位 社 名 販売台数 売上高 税前利益 決算期間万台 兆円 万円／台
1 GM 814.9 19.4 7.26 98年暦年
2 フォード 682.3 17.3 15.13 98年暦年
3 トヨタ 499.2 12.3 16.89 98年3月期
4 ルノー＋日産 477.7 11.5 4.76 (-) 
5 VW 475.0 9.0 8.86 98年暦年
6 ダイムラー・クライスラー 450.0 18.6 25.51 98年暦年
7 日産 256.8 6.6 0.18 98年3月期
8 フィアット 239.8 5.9 ▲ 0.54 98年暦年， 本田 234.3 6.0 15.00 98年3月期
10 PSAプジョー ・シトロエン 227.8 4.4 4.82 98年暦年
11 ルノー 220.9 4.9 10.09 98年暦年
12 三菱 156.0 3.7 ▲ 3.49 98年3月期
（注）販売台数，売上高は連結決算ベース。ダイムラー・クライスラー，フィアットな
どは非自動車の比率が大きい。トヨタはダイハツとの合算ベース。台あたり利益
は金融を含む自動車部門。トヨタ，日産，三菱自動車は経常利益，本田技研は自
動車と金融部門の営業利益。ダイムラー・クライスラーはセグメント情報未開示
のため，全社の税前利益を使用。フィアットは乗用車部門の営業利益。為替は 1
ドル=120円， 1マルク=67円， 100リラ=6.75円， 1フラン=20円， 1クローネ
=14.5円で換算
（出所）『週刊ダイヤモンド』 1999年3月27日号を若干修正。
と．それまでの国有企業にありがちな「お役所主義」や利益概念に関する
稀薄な経営方針から製品開発の遅れ．人員過剰による労働コスト高．生産
の合理化の遅れなどが目立ちはじめ深刻な経営危機に陥った。
そのような状況下で危機意識を抱いて, 1985年に同公団の総裁に就任し
たジョルジュ・ベッス (GeorgesBesse, 翌86年暗殺さる）が利益優先主
義へと経営方針の転換を行い．彼のあとを継いだ経営者たちも乗用車事業
のヨーロッパヘの集中化．人員削減．不採算事業部門からの撤退などリス
トラクチャリングを推進した結果， 1998年のヨーロッパ販売市場において
トップに踊り出るなど．飛躍的に業績を向上させてきた。 1990年に国有公
団 (RegieNationale)から株式会社 (SocieteAnonyme)に改組されたのち．
フランス政府による株式保有率は段階的に引き下げられたが．それでも
222 (774) 第 47 巻 第4・5号合併号
1999年現在，その持株比率は44.2%と依然として高い8)。同社の主要な販
売市場はヨーロッパおよび南米（ブラジルとアルゼンチン）であり，主力
製品には「クリオ」など小型乗用車，小型トラックそして大型トラックが
ある。
一方， 日産は1933年に自動車製造株式会社として設立され，翌34年に鮎
川義介によって資本金1,000万円の日産自動車株式会社へと改組・改称さ
れた。第2次大戦終了後の1945年にはトラックの生産を開始し，それ以降
トヨタ自動車といすゞ自動車とともに「自動車御三家」として日本自動車
工業界のけん引的役割を演じてきた。
海外展開は日本メーカーとしては同業他社より比較的早く，例えば1980
年の米国日産自動車製造株式会社(NissanMotor Mfg. Corp. USA, MMMC) 
の設立， 1986年の英国日産自動車製造会社 (NissanMotor Mfg. UK Ltd., 
NMUK)の設立などがある。しかし1990年に入ってバブル経済が崩壊す
ると，それまでの過剰設備投資（販売よりも生産重視の営業方針のツケ），
高コスト体質，訴求力あるデザイン不足，内部組織の硬直化，多目的乗用
車 (RecreationalVehicle, RV)ブームヘの乗り遅れといった市場動向に対
するマーケティングカ不足（巷間， 日産は多くの「製品」は作ってきたが
「商品」を市場に投入してこなかったと椰楡されている）など，種々の問
題点が一気に表面化した。その後1995年に主力の神奈川・座間工場の閉鎖
を発表するなど一連のリストラを進めてきたが，それにもかかわらず，
1998年度にはグループ連結有利子負債総額が2兆5,000億余円という天文
学的な数字に達するなど経営危機に直面し，生き残りを賭けパートナーを
模索していた（当初はダイムラー・ベンツ社が最有力と報じられたが，流
石の同社も， 日産の負債の巨額に手をひいた）。
同社の製品群は軽自動車を除く乗用車・商用車であり（ただし， 2002年
から軽自動車最大手のスズキから軽自動車の委託生産供給を受けることに
8) ルノーの史的展開については，井上昭—•藤井光男編著『現代経営史―日本・
欧米ー一』ミネルヴァ書房， 1999年,224~232ページを参照されたい。
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なった），グループ企業の日産ディーゼル工業の大型トラック・バスを含
めると，分不相応なほどの幅広い構成となっている。
以上のような経緯をたどって，両社は1999年3月27日の合意にいたるの
であるが，以下では具体的な提携内容を資本面，人事・組織面ならびに事
業面の 3つに分けて概観していこう。
まず資本面であるが，ルノーは日産に対して総額6,430億円の出資を行
う。その内訳は次のとおりである。
④日産の第三者割当増資を引き受け， 36.8%(4年後に39.9%, 5年後
には44.4%にまで引き上げることのできるオプションを持つ）の株式を保
有する筆頭株主になる。
＠日産ディーゼルの株式を22.5%取得し． 日産とともに筆頭株主になる
（表4参照）。
［表4]国際的な自動車メーカー合従連衡
(2000.9.30現在）
（注）各種資料より作成。
224 (776) 第 47 巻 第4・5号合併号
◎ヨーロッパの日産の販売会社を買収する。
ここで留意しなければならないのは， 36.8%の株式保有の持つ意味であ
ろう。日本の商法では， 33.4%の株式を所有すれば株主総会において重要
案件に対する拒否権を行使できることになっている。その意味からして
36.8%という出資比率は， この企業連合体における事実上の主導権・支配
権がルノー側にあることを明確に物語っている。
日産がルノーを選んだのは，一面では再建後の自主性を尊重してもらえ
ることが可能（にみえそうな相手）であること，すなわち対等性を保持で
き（そうな）ことにある。資本の論理からして，日産の判断や認識は甘い
といわざるをえないが，その点の評価は， この企業連合体の今後の推移の
中で明確になることは必定であり， したがって，これ以上の言及は避けよ
う。
さて，資本提携面で両社が得られるメリットとしては何があげられるで
あろうか。ルノー側にとっては400万台規模の連合体のイニシアティブを
獲得し，グローバルな生き残り競争上での規模的側面を整えることができ
た。そのことは日産にとっても妥当するが，むしろ日産にとっては， リス
トラクチャリングを推し進めるための資金を調達できたことのもつ意義の
方が大きい。同社にとっての喫緊の課題は， リストラを断行するに際して
足枷となっていた 2兆数千億円の巨額の有利子負債を圧縮する必要性であ
り，今回ルノーから得られた資金で，ひとまず再建への足がかりを得たこ
とになるからである。
次に人事・組織面に目を移そう。ルノーは資本参加にとどまらず，それ
を槙粁として経営立て直し要員を送り込むや共同の意思決定機関を設置す
ることでも日産と合意した。具体的には次のとおりである。
④カルロス・ゴーン (CarlosGhosn)・ルノー執行副社長が日産のナン
バー・ツーのポジションとなる最高執行責任者 (COO)に就任する。
＠ルノーの副社長2名が日産の商品企画担当副社長と財務担当常務に就
任する。
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◎日産の塙義一社長は最高経営責任者 (CEO) となり．同時にルノー
の取締役会メンバー (BoardMember)になる。
cルノーと日産の両トップをはじめ．両社5名ずつの役員総勢12名から
成る共同の意思決定機関 (GlobalAlliance Committee, GAC)を設置する。
@GACの下に，各地域や製品分野毎に具体的な戦略を立案する12の共
同組織 (CrossCompany Team, CCT)を組織する。
cooとして派遣されるカルスス・ゴーンは, 1996年にルノーに入社し
てわずか2年であるが， 1997年9月にベルギー工場を閉鎖（フランス，ベ
ルギー両政府を巻き込み，熾烈な労使紛争が展開されたことは夙に有名で
ある）したり，従来の購買政策を改めて部品の一括購入を強引に推進し
1998年までに約170億フラン（約3,400億円）のコスト削減を実現した豪の
者である。それゆえに,cost cutterとかcostkillerあるいは destroyerな
どの異名を献じられている見
彼の戦略の是非は，資本の側からみるか，それとも労働の側から見るか
で功罪相半ばするのであるが．それは一応考慮の外におくとして，日産再
生 (Renaissance)への救世主などと評する人もいる。
日産の COOに就任するやゴーンは．それまで部門間のセクショナリズ
ムの強かった社内に部門横断的な 9つのプロジェクト・チーム,Cross 
Functional Team (C町）を組織して問題点を抽出し10)' その結果. 10月
18日に日本中を震撼させた．きわめてドラマチックな「日産リバイバル・
9) Carlon Ghosnは, 1954年ブラジル生まれのレバノン系フランス人。 1974年フラ
ンス・国立理工科大学入学, 78年同•国立高等鉱業学校卒業。同年．仏ミシュラン
に入社。 85年，ブラジル・ミシュラン社長としてミシュランの南米事業全般を統
括。 89年ミシュラン北米子会社の社長兼CEO就任。 96年10月仏ルノーに移り．同
年12月上級副社長就任。 99年6月．日産coo就任。海外経験が豊富で英語．フラ
ンス語．スペイン語．ポルトガル語．イタリア語を完璧にあやつることができると
いわれている。
10) この点については『日経ビジネスJ1999年11月1日号，財部誠一『カルロス・
ゴーンは日産を変えるか』 PHP研究所,2000年,81~86ページを参照されたい。
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［表5]日産リバイバル・プランの骨子
生 産 I・2001年 3月に村山工場，日産車体京都工場，愛知機械工業港工場を閉鎖
• 2002年 3月にユニット工場の久里浜工場．九州エンジン工場を閉鎖
•現在240万台の国内生産能力を2002年度末までに 165万台に削減
組織・人事 I• 2002年度までに世界規模（連結ベース）で2万1,000人 (14%)削減
• 2000年にストックオプションなど実績童視型評価制度を導入
購 買 I-2000年度から2002年度までの 3年間で20%の購買コストを削減
• 2002年度までに1,145社ある部品・資材調達先を600社以下に， 6,900社
ある設備・サービス調達先を3,400社に削減
財 務 I• 日産が保有する1,394社の株式の大半を売却
•現時点で 1 兆4,000億円ある有利子負債を2002年度末までに7,000億円以
下に削減
販 売 • 2002年度までの 3年間で販売費・一般管理費を20%削減
• 2002年度までの 3年間で国内の子会社ディーラー数を20%削減
車 種 •北米，日本，欧州市場への新商品の投入
• 日本での車種ラインアップ削減
•現在24あるプラットフォームの数を2002年15, 2004年に12削減
（出所）『日経産業新聞』 1999年10月19日号
プラン」 (NRP,表 5参照）を発表し， リストラを断行する決意表明をし
た叫
11)本節は．ルノーと日産が企業連合体を形成するまでの展開過程に重点を置いて論
究しており，両社の提携のその後の推移については後日の機会に譲るつもりであっ
たが．「リバイバル・プラン」を発表してわずか1年にしてかなりの改善結果を出
したので，参考までに注記しておこう。
日産のゴーン社長は, 2000年10月30日に．昨年10月の発表から 1年余り経過した
経営再建計画「リバイバル・プラン」の進捗状況を発表した。米国をはじめ海外市場
での販売好調に支えられ, 2000年 9月中間期の連結経営利益は前年同期比2.3倍の
1,336億円に達するとの業績見通しを明らかにした。これは上期ベースでは過去10
年間で最高。 01年 3月期の連結業績見通しも，営業利益を当初見通しの1,100億円
から2,200億円に，最終利益を600億円から2,500億円にそれぞれ大幅に上方修正した。
◆日産リバイバルプランの進捗状況
▼ 00年度最終損益の黒字化
→当期純利益を期初見通しの600億円から2,500億円に上方修正
▼自動車事業の実質有利子負債残高を 1兆4,000億円 (99年 9月末）から02年まで
に7,000億円に半減 /' 
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最後に，事業面を概述しておこう。この事業面における合意内容は，両
社の補完関係について，次のように最も具体的な形で示されている。
④プラットフォーム（車台）数を現在のルノーの 8基，日産26基から両
社合わせて10基に統合し，エンジンならびにトランスミッション数も 8基
に集約する。
＠部品の共同購買によるコスト削減。
◎生産設備の相互利用。
◎ RV車やワゴン車の OEM(相手先ブランドによる委託生産）供給。
Rョーロッパでの研究開発の合意。
プラットフォームの型式統合は大きなコスト削減効果が期待できる。こ
れが実現すれば， 1プラットフォーム当たりの生産台数は現在の約10万
5,000台から約50万台規模に増大し，大幅な開発・製造費の低減が見込ま
れ，「400万台クラブ」としてのスケール・メリットを享受できよう。
生産設備の相互利用は日産のメキシコ工場，ルノーのブラジル工場やア
ルゼンチン工場で相手方の製品を生産することによって遊休・過剰設備の
有効活用がはかれる。さらに OEM(Original Equipment Manufacturing) 
／→ 00年 9月末で 1兆1,500億円,01年 3月末に 1兆1,000億円に
▼売上高営業利益率を1.9%(99年 9月中間期）から02年度までに4.5%に
→ 00年 9月中間期で4.5%達成見込み。 02年度目標を 6%に引き上げる
▼ 00年度の購買コストを 8%削減
→ 00年 9月中間期は10%削減を達成し，営業利益を1,420億円押し上げ
▼国内販売網を02年度までに300拠点削減。販売子会社20社を地場化
→ 00年 9月までに258拠点削減 8社を地場化
▼グループ従業員 (99年3月末14万8,000人）を 2万1,000人 (14%)削減
→ 00年 9月までに8,800人 (5.9%)を削減
▼ 1,145社ある部品・資材納入業者を600社以下に半減
→部品納入業者22%, その他納入業者を33%削減
▼ 02年度までに全世界で22の新型車を投入
→これまでに 2車種投入。 00年度内に 2車種追加を予定。 01年度には 5車種の投入
を予定
（出所『毎日新聞』 2000年10月31日号）
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供給を通じて，相互に展開の遅れていた市場（例えばルノーは北米， 日
本，東南アジア。日産はヨーロッパや南米）での販売を強化することがで
きる。共同での技術開発は， とりわけリストラの過程で環境対応技術を犠
牲にしてきたルノーにとって， 日産の優れた技術を取り込めるという大き
なメリットがある12)。
以上述べてきたことから，両社が相手に何を求めて企業連合体を結成す
るにいたったかは明白であろう。しかしその一方で， この提携が世界第4
位グループの巨大自動車企業連合体を誕生させたにもかかわらず，自動車
アナリストとして有名なマリアン・ケラー (MaryannKeller)女史が，両
社の提携を「弱者同士の提携で，効果は望み薄」と手厳しい評価をしたと
伝えられているように，問題がないわけではない。それは両社の「車種編
成の重複」と「決め手の欠如」である。
両社の車種構成はかなり類似しており，製品が共食い的な競争に陥りか
ねないという懸念を払拭しきれない。両社はまた，次世代の自動車の本命
とされる燃料電池電気自動車 (FuelCell 〔恥werd〕印ectricVehicle, 
FCEV)技術で，ダイムラー・クライスラーやトヨタのような決定的な強
み，つまりグローバル・スタンダード争いに参加するだけの技術蓄積力を
有していない（日産のゴーン社長は， 2002年7月30日に， 2003年度中に燃
料電池自動車を発売すると強気の発言をしているが）。それゆえに，非情
12) 2000年10月30日日産はルノーと環境に優しい燃料電池車 (FCEV)を共同開発
することを明らかにした。両社合わせて今後5年間に開発費を850億円，エンジニ
アを300人投じて早期の実用化を目指す。
開発費は日産とルノーでほぼ折半する。当面は他メーカーとの協力を考えず，両
社で独自に開発を進める考えである。
環境対応車の本命とされる FCEVはダイムラー・クライスラーとフォードが，
トヨタと GMがそれぞれ業務提携して早期の実用化を目指している。日産とルノー
はグループ関係を生かして，これまで単独で取り組んでいた同分野の技術や，資源
を共有することで開発を効率化し，競争力を確保する狙いをもっている（『日刊自
動車新聞』 2000年10月31日号）。
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な資本の論理を貫徹するためには，ルノー・日産連合体は先行開発企業と
さらなる戦略的提携を締結せざるをえないかもしれない（例えば，燃料電
池自動車が実用化されるまでには少なくともまだ20~30年の実験過程が必
要である， とは衆目の見るところ一致している。そこで， トヨタは同車が
普及するまでの「つなぎ」としてハイブリッド (Hybrid=混合の意）車
「プリウス」を市販して高い評価を受けていることは周知の事実であろう。
2002年9月2日，双方の面で後れをとっている日産は長年のライバルであ
るトヨタとハイブリッド・システムの技術協力で提携すると発表した。日
産とトヨタが提携するのは初めてである。トヨタにとっては日産との協力
で量産効果が期待できることはいうまでもないが， 日産にとっての方がこ
の協力の意味は璽大な意義を持っており，「ハイブリッド用部品は新しい
部品であり，量の確保が必要である。日産単独での開発では収益が上がら
ないと判断」してトヨタに協力を仰いだといえよう）。あるいは「弱者連
合」には強者連合にはないniche市場が存在し，そこに延命策を求めるこ
とになるかもしれない。そのような視座からするとき，ルノー・日産連合
体は，ダイムラー・クライスラーとはまったく異なった道を歩むことを余
儀なくされよう。
